
取組項目一覧

コード
基本方
針

取組
の視
点

取組項目 主担当課
30年度前期（4月～9月末）進捗
10月以降に予定されていることがあれば追記していま
す。

関係
課

着手
未着手

110100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（１）
財政マ
ネジメ
ントの
強化

１．中期財政
収支計画の公
表と財政状況
の見える化の
推進

財政課

①中期財政収支計画：Ｈ31予算見積ベースでは基礎部分を作
成済み。公表に向けて事業費の積上や推計方法を精査中。
②財政状況の見える化：図表やグラフを使用した新規公表資
料を作成し一部公表済み。残りの資料は公表準備中。

- 着手

110200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（１）
財政マ
ネジメ
ントの
強化

２．市債発行
の見直し（多
様化、低利調
達）

財政課

①民間資金等の活用による多様化：金利条件のよい民間資金
での借り入れを検討中。
②低利調達、資金選択の精査：利率、償還期間のバランスが
取れた借入計画を作成し、特定年度に返済が偏らず、利子総
額が減尐するよう検討中。

- 着手

110300

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（１）
財政マ
ネジメ
ントの
強化

３．基金の考
え方の整理・
検討

財政課

①公共施設等整備資金確保のための基金の整理：公共施設等
総合管理（個別計画）や特定施設（体育館、本庁舎）の進捗
に合わせて整理できるよう基金の再構築について検討を行っ
ている。
②基金の形態の見直し：平和事業の実施体制や事業構築に合
わせた見直しを行っていく。

- 着手

110400

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（１）
財政マ
ネジメ
ントの
強化

４．資金運用
の工夫

会計課

低金利時代の中で、可能な範囲内で短期運用商品を導入し
た。
運用基準改定の要否判断の必要性は、現状低いと考えてい
る。

- 着手

120100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

１．新たな広
告収入の確保

企画経営課 新たな広告収入の確保は導入できなかった。 全課 着手

120200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

２ ． 広 報 ・
ホームページ
バナー広告の
拡充

市長公室
広報ひのは６月1日号に広告枠を２ページ(通常は１ページ)に
増やし増収を計った。ホームページバナー広告は、例年通り
の実績をキープしている。

- 着手

120300

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

３．ネーミン
グライツ（施
設命名権）の
活用

企画経営課
平成30年度に具体的に導入する予定施設は無かった。
引き続き、他市の導入状況の検討を進める。

- 着手

120400

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

４．ふるさと
納税の推進

財産管理課

　4月～9月のふるさと納税(寄附)実績 245件 2,770千円。
　30年度に腕時計(返礼品)の再導入も踏まえた予算計上をし
たが、4月に発せられた総務省通知では引き続き高額返礼品の
取り扱いが抑止され、目標額にはほど遠い。
　更なる寄附者の獲得に向け、薄桜鬼クリアファイルセット
やガラス製品など新たに3点の返礼品を順次追加導入し、5月
の「ひの新選組まつり」においてはふるさと納税ブースを設
け、薄桜鬼等身大パネルを用いたＰＲ活動を実施した。
　また、平成29年度における寄附金の状況(件数、金額、使い
道の選択先等)について、日野市ホームページに掲載した。

企 画 経
営課 着手

120500

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

５．企業版ふ
る さ と 納 税
（地方創生応
援税制）の推
進

企画経営課 引き続き情報収集を進めている。 - 未着手

120600

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

６．クラウド
ファンディン
グの推進

企画経営課
現在、1事例における実施を進めており、関係課や仲介業者と
の調整を行っている。

- 着手

120700

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

７．都市計画
税の税率の定
期的見直し

資産税課

都市計画事業の推進に加え、社会保障関連経費の増大が今後
も見込まれる中、都市計画事業経費については目的税である
「都市計画税」で賄うことが望ましいと考え、平成30年度よ
り税率を0.25％から0.27％に改定した。（平成29年第4回定例
会にて可決）
なお、税率の引上げは市民にとって税負担の増となるため、
改定にあたっては関係各課と十分に協議を重ねた上で慎重に
行った。

都 市 計
画 課 ／
区 画 整
理 課 ／
道 路 課
／ 下 水
道 課 ／
緑 と 清
流 課 ／
財政課

着手

120800

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

８．回収した
資源物の売却

ごみゼロ推
進課

H２８年度まで有価で処分していた丌燃処理施設から排出され
る破砕鉄は、平成２９年度に逆有償となったこと及び現状の
ままでは処分もできない状況になってしまったことから、再
処理方法を検討し、H３０年度より破砕鉄に多く含まれている
プラスチック類の除去を実施したのちに処分する手法を取り
入れた。この処理により、処分費用は０円での引取りとする
ことができたが、収集運搬及び処理費用がかかることになっ
た。平成３１年度は、平成３２年１月からプラスチック類の
分別収集を開始することで、破砕鉄への混入が大幅に減尐す
ることで、有価で売却できるようになる見込みである。

- 着手
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120900

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

９．正確で公
平な徴収①市
税

納税課

①催告書、電話催告により滞納者に早期接触、納付勧奨②高
額案件を優先した納付勧奨、財産調査を実施した。今後は、
各税目の徴収率から優先順位をつけるなど工夫をしながら
①、②を実施するとともに、滞納者の状況に応じた分割納付
相談、滞納整理を進めていく。

- 着手

121000

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

１０．正確で
公平な徴収②
国民健康保険
税

納税課

①催告書、電話催告により滞納者に早期接触、納付勧奨②高
額案件を優先した納付勧奨、財産調査を実施した。今後は、
各税目の徴収率から優先順位をつけるなど工夫をしながら
①、②を実施するとともに、滞納者の状況に応じた分割納付
相談、滞納整理を進めていく。

- 着手

121100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

１１．正確で
公平な徴収③
介護保険料

高齢福祉課
①納付勧奨、②分納催告実施、③口座振替利用周知について
実施している。引き続き、収納率向上のため実施していく。

- 着手

121200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（２）
歳入
（自主
財源）
の確保

１２．正確で
公平な徴収④
後期高齢者医
療保険料

保険年金課

・納付勧奨の実施（督促状、催告書の発送）
・未申告者への申告勧奨(当初納通発送時に未提出者全員に勧
奨。滞納者への催告書に申告書を同封）
・収入や財産調査等の実施（差押えを見すえて現年滞納者に
ついても実施）
・12月に電話催告を予定している

- 着手

130100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

１ ． 「 手 数
料、使用料等
見直し基準」
の策定と定期
的見直し

企画経営課
手数料、使用料等検討委員会から意見聴取し、市内部で検討
し、平成30年9月に「手数料、使用料等見直し基準」を策定し
た。今後はこれに基づき、見直し作業を開始する。

- 着手

130200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２．「手数
料、使用料等
見直し基準」
に基づく手数
料・使用料・
税外収入の定
期的な見直し

企画経営課
コード130100により9月に基準を策定したため、手数料、使用
料についての現状調査を実施している。

全課 未着手

130201

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１．施設に
付帯する駐車
場の使用料の
見直し

企画経営課 具体的な検討は行っていない。
施 設 所
管 の 各
課

未着手

130202

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-２．特定教
育 ・ 保 育 施
設・特定地域
型保育事業利
用者負担（保
育料）の見直
し

保育課 未実施。（関連事項：幼児教育の無償化） - 着手

130203

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-３．市立幼
稚園保育料の
見直し

学校課

〇子ども・子育て支援法関連の改正（平成30年4月1日施行及
び平成30年9月1日施行）に伴い、市立幼稚園保育料条例の改
正を行った。
◇平成31年10月からの保育料無償化に向けた情報収集及び準
備

- 着手

130204

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-４．学童ク
ラブ費の見直
し

子育て課

①学童クラブ経費に対する保護者・国都・市の負担割合や、
他市学童クラブ費の状況を検証し、市の負担割合は改善（下
降）し、また日野市の学童クラブ費は概ね26市の平均に位置
している状況であることを確認。
②平成31年度より民営化する学童クラブ（２施設）で、延長
時間を拡大。拡大する延長育成時間に対する延長育成料の加
算について、「学童クラブ民間活力の導入等に関する検討
会」や「民営化保護者説明会」にて説明、意見聴取した。

【10月以降予定】
平成31年度延長時間の拡大に伴う延長育成費の改定につい
て、12月議会にて条例改正議案を提案予定。

- 着手

130205

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-５．子ども
家庭在宅サー
ビス利用料の
見直し

子ども家庭
支援セン

ター

・ショートステイ事業についてはH27年度に日野市、立川市、
事業者と協定を締結し事業を実施。毎年、日野市、立川市と
事業者との協議会を開催(30年度上半期1回実施）し、事業内
容について協議を行っている。
・一時保育事業、トワイライトステイ事業については、近隣
市の状況を確認する。

- 着手

130206

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-６．市民農
園使用料の見
直し

都市農業振
興課

①近隣6市の使用料を再度調査した。
②平成30年度　第3回農業懇談会にて使用料改定要否を審議予
定。

- 着手
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130207

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-７．自転車
等駐車場使用
料の見直し

道路課

・指定管理者と定例会（月1回）を行い、駐輪場の利用状況を
確認した。また、駐輪場の使用台数と放置台数の調査し、現
状把握を行った。
・多摩都市モノレール多摩動物公園駅周辺の無電柱化完了
後、東京都施工の歩道整備にあわせて、平成30年7月に駅舎下
歩道内に駐輪場を開設した。市直営で管理する無料駐輪場と
して位置付けている。
・新規の駐輪場有料化については、現在無料で運営している
甲州街道駅周辺の駐輪場を再編し、平成31年12月の有料立体
駐輪場の開設にむけ準備を行った。

- 着手

130208

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-８．一般廃
棄物（ごみ）
処理手数料の
見直し

ごみゼロ推
進課

プラスチック類ごみの指定収集袋による回収及び処理手数料
を可燃・丌燃と同額にすることを内部方針として決定し、審
議会への諮問、市民へのパブリックコメントを実施。１０月
以降意見のとりまとめ、審議会の答申を経て最終決定する。
消費税改定に伴う見直しについては、ごみ処理手数料の見直
しを行う予定はないが、汚泥処理等にかかる清掃・収集費用
が消費税改定に伴い改定が必要となることから、軽減措置関
係の要綱の見直しに向けた準備を行う。

- 着手

130209

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-９．八ヶ岳
高原大成荘利
用料の見直し

生涯学習課

31年度からの指定管理者選定に向け周辺施設の状況を把握し
たうえで費用対効果を検討し、利用料についての見直しは行
わず、利用者増による指定管理料の縮減を目指すこととし
た。
【10月以降】利用料については継続して研究していく。

- 着手

130210

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１０．集会
施設・貸室使
用料の見直し

企画経営課 具体的な検討は行っていない。
施 設 所
管 の 各
課

未着手

130211

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２ -１１．ス
ポーツ施設使
用料の見直し

文化スポー
ツ課

今年度9月に「手数料、使用料等見直し基準」が策定されたた
め、前期については未着手。今後、基準に沿って見直すしを
進めていく予定。

- 未着手

130212

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１２．占用
料（道路）の
見直し

道路課
・東京都・近隣市の動向を把握した結果、改定は実施されな
かった。今後、都・近隣市の動向にあわせ改定の検討を行っ
ていく。

- 着手

130213

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１３．占用
料（公園・河
川）の見直し

緑と清流課

公園占用料、普通河川占用料ともに、東京都は２年に１度見
直し検討を行っており、日野市は東京都改訂動向を確認し、
見直し検討をしている。H29年度は公園占用料、H30年度は普
通河川占用料を検討する。30年度は東京都河川流水占用料徴
収条例第１種４級地に係る占用料改定はないため、日野市も
普通河川占用料改定をしない。

- 着手

130214

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１４．放置
自転車等撤去
手数料の見直
し

道路課

・平成28年度と平成29年度の撤去台数の比較を確認した。
（H28:2,672台、H29:2,477台、▲195台、引取率は概ね50％）
・平成29年度は、撤去対策費30,094千円・引取り費3,781千
円・差額26,313千円で市民1人当りのコストは163円であっ
た。
・今後も費用対効果を確認し、必要に応じて手数料の見直し
を検討する。

- 着手

130215

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１５．市営
墓地管理手数
料の見直し

環境保全課
平成30年度は大規模修繕は予算化できなかった。平成31年度
予算として再度要求し、改修の実現を図る。
他市の使用料、管理料の情報を集めて分析中。

- 着手

130216

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１６．行政
財産・市有財
産使用料の見
直し

企画経営課 具体的な検討は行っていない。 全課 未着手

130217

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１７．中学
校校庭の夜間
照明使用料の
導入の検討

生涯学習課
・係内で有料化する場合の費用徴収の方法など課題について
検討した。
【10月以降】検討をすすめ、導入についての結論を出す。

- 着手

130218

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（３）
利用者
負担の
見直し

２-１８．非紹
介患者初診加
算料金等の見
直し

市立病院
平成30年7月23日市長説明（10月に再度説明予定）
平成30年8月23日病院運営協議会にて外部委員に議題提案。
平成30年12月議会に条例改正の議案上程予定。

- 着手
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140100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

１．「事務事
業点検基準」
「新規事業点
検基準」の活
用と定期的見
直し

企画経営課 他市事例を参考に改定作業中。 - 着手

140200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２．行政評価
システムに基
づく既存事
業・制度等の
見直し

企画経営課
10事業を選定し、9月に市民評価を終え、現在、本部評価のた
めの準備中。

全課 着手

140201

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-１．カワセ
ミ商品券のあ
り方の見直し

産業振興課
商工会との意見交換会を１回実施した。11月末までの期間で
利用店向けアンケートを実施するとともに、一部事業者には
ヒアリングも行う。結果は1月に集計する予定。

- 着手

140202

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-２．自治会
活性化のため
の自治会補助
金制度の見直
し

地域協働課

都内２５市に対し自治会補助金調査実施。
その結果、補助金額が自治会加入率に連動していない事実が
見えてきた。今後、自治会脱退者に対しヒアリングを行い、
インセンティブ補助金事業実施の際の自治会加入を促すのぼ
り旗など総合的に検証していく。

- 着手

140203

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-３．総合窓
口のあり方の
見直し

市民窓口課

【前期進捗】①実現可能な総合窓口について、課内での
検討を開始。
②申請書の書式や他課への案内方法の見直しを検討

【10月以降予定】①年内に実施されるフロア配置換えを
見据え、担当課との連携の見直しを検討
②基幹システムの3市共同利用における総合窓口の在り方
を検討

- 着手

140204

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-４．国や都
による法定事
業に市独自で
追加または充
実している事
業・制度の見
直し

企画経営課 行政評価対象事業にはなく、実施なし。 全課 未着手

140205

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-５．市が独
自財源のみで
実施している
事業の見直し

企画経営課 行政評価対象事業のうち５事業が該当事業として評価中。 - 着手

140206

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-６．復原住
居のあり方の
整理【行政評
価 結 果 の 反
映】

生涯学習課

・１課2館の学芸員が集う連絡会で情報共有し、今後のあり方
について話し合いを行った。
【10月以降】1課2館の学芸員の代表による検討チームにより
方向性についての結論を検討していく。

- 着手

140207

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-７．豊田
北 交 流 セ ン
ター学習室の
有効活用の検
討【行政評価
結果の反映】

生涯学習課

・利用団体代表3団体と今後の方策について話し合いを実施
（８/１４）
【10月以降】この間の話し合いで出された課題問題点の整
理、有効活用策をまとめる。

- 着手

140208

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-８．福祉
オンブズパー
ソン事業のあ
り方の見直し
【行政評価結
果の反映】

福祉政策課
広報「ひの」で改めて制度周知を行い、また、地域包括支援
センターにもポスター掲示を依頼するなど、制度周知に努め
ている。抜本的な制度改正については、検討中。

140209

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２-９．喫煙
マナーアップ
事業のあり方
の見直し【行
政評価結果の
反映】

環境保全課

・6月に日野駅西口の喫煙スポットを撤去した。
・12月中に市庁舎6階喫煙所を撤去する予定。
・東京都受動喫煙防止条例が平成30年6月に、改正健康増進法
が平成30年7月に可決され、市としては公共施設や市内の受動
喫煙対策について対応を検討している。
・検討資料とするため、①9月に市内公共施設の対応調査を実
施。②10月に25市に受動喫煙防止対策の実施状況調査を実
施。
・市内の喫煙所整備については国や都の技術指針や、都の31
年度の補助金についての正式通知が未着だが、②の調査結果
を踏まえて検討を進める。

着手

140210

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

２ -１０．
八ヶ岳高原大
成荘のあり方
の見直し【行
政評価結果の
反映】

生涯学習課
・近隣自治体の類似施設の情報収集を実施
【10月以降】・近隣市の類似施設の今後の方向性や運営方策
の調査・小学校移動教室の代替施設についての調査
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140300

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

　３．「負担
金、補助金及
び交付金見直
し基準」の策
定と定期的見
直し

財政課
①負担金、補助金及び交付金見直し基準の策定：他市事例等
を参考に骨子は作成済み。庁内の補助金調査を反映した日野
市にあった基準に見直し中。

企 画 経
営課 着手

140400

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

　４．「負担
金、補助金及
び交付金見直
し基準」に基
づく負担金、
補助金等の定
期的見直し

財政課
①予算精査・編成時における活用：上記が未作成のため、対
象を絞る中で主管課ヒアリングと見直し案の検討、平成31年
度予算への反映を進めている。

企 画 経
営 課 ／
全課

着手

140500

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

５．報酬金
額の定期的な
見直し

職員課

日野市特別職報酬審議会を開催し、法改正に伴う新教育長の
給料額の改定等を諮問し、答申を得た（H30年5月9日）。
これを受け、H30年6月議会には報酬額据え置きの議案を提案
した。

全課 着手

140600

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（４）
既存事
業・制
度等の
見直し

６．講師等
謝礼金支払基
準の定期的な
見直し

財政課

①現状調査の実施：Ｈ29年度に庁内・他自治体の調査を実施
済み。Ｈ30年度は実施しない。
②設定基準の見直し：H30年8月に講師等謝礼基準を改定済
み。

企 画 経
営課 着手

150100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（５）
市立病
院の経
営健全
化と方
向性の
明確化

１．経営健
全化と地域医
療構想を踏ま
えた役割の明
確化

市立病院

平成30年10月1日人事異動にて全適担当参事着任。
平成32年度中の全適移行に向けて順次準備を進めていく。
併せて経営企画室の設置に向けた役割の明確化、人員配置等
の準備を進めていく。

- 着手

150200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（５）
市立病
院の経
営健全
化と方
向性の
明確化

２．経営形態
の見直しを含
めた将来の方
向性の明確化

企画経営課

新たな経営形態への移行に向け、必要な組織体制等の整備を
進めた。
10月1日に副市長を病院経営担当、企画部長及び総務部長を病
院経営支援担当を兼務、新たに地方公営企業法全部適用担当
参事を任命した。

- 着手

160100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（６）
特別会
計の財
政の健
全化

１．国民健康
保険特別会計
の健全化

保険年金課

平成30年4月より、国保制度改革による広域化が開始した。制
度改革に則り、赤字を解消していくため、10月の国保運営協
議会に税率改定等について諮問した。11月の同協議会で答申
をいただけたら、12月市議会定例会に条例改正案を上程する
予定。
具体的な数値目標を記載した赤字解消計画を平成30年3月に東
京都に提出する。

- 着手

160200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（６）
特別会
計の財
政の健
全化

２．土地区画
整理事業特別
会計の健全化

区画整理課
①5か年計画による事業の実施、②特定財源の確保と効率的執
行、③公管金の活用について、実施内容に基づき実行中。

- 着手

160300

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（６）
特別会
計の財
政の健
全化

３．下水道事
業特別会計の
健全化

下水道課

　下水道使用料改定について、H32年4月に予定される公営企
業会計移行の後、経営戦略を策定し、検討することとする。
　毎年度の市債発行額の上限を10億円とし、市債残高抑制に
努める。

- 着手

160400

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（６）
特別会
計の財
政の健
全化

４．介護保
険特別会計の
健全化

高齢福祉課
地域づくり推進員の人件費を都補助金で賄うため、交付申請
を行った。

- 着手

160500

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（６）
特別会
計の財
政の健
全化

５．後期高
齢者医療特別
会計の健全化

保険年金課

1.平成30年度に保険料率等の改定を実施
2年に1度保険料率等の改定を東京都後期高齢者医療広域連合
が行う。社会情勢等を踏まえた適切な負担割合になるよう、
広域連合に意見・提案を行った結果、平成30・31年度の率等
は次のとおりとなった。
所得割率　9.07％→8.80％、均等割額　42,400円→43,300
円、賦課限度額　57万円→62万円
２．平成30年度より後期高齢者歯科健診を開始した
後期高齢者の口腔機能の低下や肺炎等の疾病予防を行うこと
で認知症の重症化予防、寝たきり予防、健康寿命の延伸など
を目的とし、これまで70歳までに実施していた「お口の健康
診査」を更に75歳以上の5歳刻みの方を対象に「後期高齢者歯
科健診事業」として実施を開始した。

- 着手
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170100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

１．日野市
土地開発公社

財産管理課

・第5次日野市土地開発公社経営健全化計画に基づき平成30年
度において約12億円の簿価削減を目指す。
・4月～9月：5件約1,048百万円売却済
・10月～3月：3件約197百万円売却・1件約10百万円取得予定
（30年度末削減見込み約1,235百万円）

- 着手

170200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

２ ． （ 社
福）日野市社
会福祉協議会

福祉政策課
昨年度に比して補助比率を２％削減している。今後の財政援
助のあり方については、引き続き検討中である。

- 着手

170201

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

2-1．日野市
アクティブシ
ニア就業支援
センター

産業振興課
“しごとサポートひの”との意見交換会を２回実施。H30年度
行政評価（市民評価結果）を受けて、運営方法について引き
続き協議をしていく予定。

- 着手

170300

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

３ ． （ 公
社）日野市シ
ルバー人材セ
ンター

高齢福祉課

前期の進捗状況については、公益社団法人日野市シルバー人
材センター補助金交付要綱に基づき、補助事業の実施状況報
告について報告を求めているところです。実施状況報告を精
査し、次年度の重点推進事業について検討します。

- 着手

170400

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

４ ． （ 公
財）日野市環
境緑化協会

緑と清流課

当該団体との会議を４半期ごとに実施する。9月までに2回開
催した。
授産施設から花苗購入など、新たな取り組みをすすめてい
る。

- 着手

170500

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

５ ． （ 一
社）日野市勤
労者福祉サー
ビスセンター

産業振興課
定期的に意見交換会を行い情報交換は実施している。生活資
金融資斡旋制度について、見直しを含め効率的な事業運営に
ついて事務局と協議している。

- 着手

170600

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

6．ＮＰＯ法
人日野市観光
協会

シティセー
ルス推進課

H31年度予算編成にあたり、協会が担う役割の整理と現状把
握、事業の見直しのため、協会との協議を行い、それを受け
て予算要求を行った。

- 着手

170700

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

7．日野市商
工会

産業振興課

5月に第1回連絡協議会を開催。各取組について意見交換を実
施した。また、各補助事業については、事務局長及び事務担
当者と次年度の予算編成を踏まえ、随時意見交換を実施し
た。
11月に第2回連絡協議会を開催予定。

- 未着手
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170800

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

8．日野市国
際交流協会

シティセー
ルス推進課

H31年度予算編成にあたり、協会が担う役割の整理と現状把
握、事業の見直しのため、協会との協議を行い、それを受け
て予算要求を行った。

- 着手

170900

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

9．（一社）
日野市体育協
会

文化スポー
ツ課

昨年度実施した日野市体育協会への聞き取りを行ない支出し
ている補助金についてあらためて両者にて共有認識をして以
来今年度は進展はない。日野市体育協会とは今後具体的な見
直し項目について検討していく予定。

- 着手

171000

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

10．日野市
市民会館文化
事業協会

文化スポー
ツ課

日野市市民会館（日野市民会館、七生公会堂）を利用して行
う市民文化事業を公益的に企画運営するために設置された日
野市市民会館文化事業協会は、平成３１年度をもって解散す
る。平成３１年度以降、日野市市民会館で行う芸術文化事業
は平成３０年度に公募選定によって選定された指定管理者を
中心に実施する。市は「市民会館・七生公会堂の今後の活用
方針」を定め、これに基づいて作成した募集要項に基づい
て、市民にとって魅力あるバラエティーに富んだ事業を実現
できるように指定管理者に指示しているので、指定管理者は
これまでの経験やノウハウを生かし、創造的なアイデアに富
んだ事業計画を作成する。市はこの事業計画が「市民会館・
七生公会堂の今後の活用方針」に沿って作成されているか確
認したり、意見や要望を述べる新たな仕組みを市民参画で作
成し、これを反映させていく。

- 着手

171100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

11．（株）
日野市企業公
社

企画経営課 検討中。 - 着手

171200

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（７）
財政援
助団体
等への
財政援
助のあ
り方等
の定期
的見直
し

12 ． （ 公
財）社会教育
協会日野社会
教育センター

企画経営課 検討中。 - 着手

180100

Ⅰ.持続
可能性を
確保した
財政運営

（８）
新地方
公会計
制度へ
の移行
及び定
着

１．新地方
公会計制度の
確実な定着

財政課

①新たな統一基準への移行：Ｈ29年度（Ｈ28決算）から新基
準で財務書類を作成・公表済み。Ｈ30年度（Ｈ29決算）は年
度末での公表に向けて作成中。
②制度有効活用のための環境整備：具体的な事例を使った主
管課向けの研修（○○施設の貸借対照表・コスト計算書）を
準備中。
③他自治体の活用事例の研究と活用のあり方の検討：事例研
究済み、②の研修と現行の「事業別コスト計算書」を改定予
定

企 画 経
営課 着手

210100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１．「公の
施設の指定管
理者制度導入
基準」の策定
と既存導入施
設の見直し・
検証

企画経営課

・基準は、策定までは至っていないが、策定に向けて検討し
た。引き続き、策定に向けて検討していく。
・市民評価委員会及び候補者選定委員会を開催し、委員から
いただいた意見を反映し、若干の制度等の変更を行った。ま
た、市民評価結果を指定期間内に反映させるため、市民評価
の時期を早め、平成30年度中に平成31年度に評価予定であっ
た施設を前倒しで評価する予定。平成31年度も制度等の見直
し等を引き続き行う。
・平成30年8月に導入意向調査を実施した。平成31年度も調査
を実施する。

施 設 所
管 の 各
課

着手
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210200

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

　２．「民間
委託検討基
準」の定期的
見直し

企画経営課
作成した「民間委託検討基準」の見直し案を基に、基準改定
の要否を判断する。

- 着手

210300

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

３．「民間
委 託 検 討 基
準」に基づく
民間委託導入
の検討及び実
施

企画経営課
「民間委託検討基準」の見直し作業完了後、全庁に周知し活
用を促す。

全課 未着手

210400

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

４．市民窓
口課業務の民
間委託の拡大

市民窓口課

①29年10月からの委託拡大に伴い、土曜開庁における異動届
の即処理等、市民サービスの向上に向けた窓口業務を継続し
て実施
②30年4月1日付で窓口係正規職員16人→13人の3人減

【10月以降予定】平成31年10月の委託更新にむけて、実績や
改善点等を反映させ、更なる市民サービスの向上に繋がる仕
様書の作成を行う。

- 着手

210500

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

５．学校給
食調理業務の
民間委託の推
進

学校課

〇平成30年度夏季休業期間に日野第三小学校の調理業務委託
に向けた施設改修を行った。
◇平成31年4月より日野第三小学校の調理業務を委託予定。
◇平成31年度夏季休業期間に南平小学校の施設改修を予定。
◇平成32年4月より南平小学校の調理業務を委託予定。

- 着手

210600

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

６．市立幼
稚園の民間子
育て支援施設
等への転換の
推進

学校課

〇適正規模、適正配置等検討委員会の答申（H30.3.31)を受け
「基本方針（案）、基本計画（案）」を策定し、説明会、パ
ブリックコメントを行った。
〇平成30年9月13日教育委員会定例会で「基本方針、基本計
画」を承認。
◇平成30年12月議会に「学校設置条例」の一部改正（第五幼
稚園の閉園）の議案を提出予定。

企 画 経
営 課 ／
保育課

着手

210700

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

７．市立保
育園運営のあ
り方の見直し

保育課

H30年4月1日に市立とよだ保育園の民営化実施
たまだいら保育園のほか1園については、庁内調整中であり、
平成31年10月配布予定の入園のしおりにて関連情報を掲載予
定。

- 着手

210800

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

８．児童館
運営のあり方
の見直し

子育て課

①児童館のあるべき姿を整理するため、平成30年度、「日野
市立児童館のあり方検討ワーキンググループ」を発足させ、
会議と勉強会を実施した。
②平成30年10月1日に改正された児童館ガイドラインに基づ
き、上記のワーキンググループにおいて、方向性・運営形態
等を含めた方針案を作成していく。

【10月以降予定】
上記、会議と勉強会を定期的に実施し、平成31年7月までに方
針案を作成する。

- 着手

210900

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

９．学童ク
ラブ運営のあ
り方の見直し

子育て課

①学童保育連絡協議会事務局、保護者、現場職員とともに
「学童クラブ民間活力の導入等に関する検討会」を２回開催
し、平成32年度に民営化する学童クラブの検討を進めた。
②平成31年度のしんめい学童クラブ・七小学童クラブの民営
化に向け、選定委員会を発足させ、事業者選定を実施した。

【10月以降予定】
①平成32年度の民営化に向け、10月4日、5日と該当する学童
クラブの保護者に説明会を実施。
②平成31年度民営化をスムーズに移行させるため、運営準備
委託を12月に締結し、3月末までに引継ぎ業務を完了する予
定。

- 着手
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211000

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

　１０．公園
管理等事業の
運営のあり方
の見直し

緑と清流課

①八王子市、多摩市等公園管理に関する指定管理予算状況を
情報収集した。②臨時職員、人材派遣、会計年度任用職員制
度について、組合交渉のなかで職員課と協議を実施した。③
委託業務内訳について、ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ業務委託拡充検討を実
施した。

- 着手

211100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

　１１．道路
補修・側溝清
掃作業業務運
営のあり方の
見直し

道路課
・平成３１年度予算編成に向け民間委託拡充等を検討した。
引き続き他市の状況の把握に努めていく。

- 着手

211200

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

　１２．学校
用務員の嘱託
員化・再任用
職員化の推進

庶務課

Ｈ30年度当初、学校用務員は、正規職員14名、再任用5名、臨
時職員6名（病休代替を除く）の配置となっている。今年度末
に1名の正規職員が定年退職となる。用務員としての新規採用
が無い中、今後については、引き続き、嘱託員化及び再任用
化を推進するための検討を行った。10月以降、Ｈ31年度に向
け、配置について職員課と協議を行う。

- 着手

211300

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１３．図書
館運営のあり
方の見直し

図書館

①図書館職員6名による運営検討PTを設置。図書館における指
定管理者制度の導入状況、導入している自治体の事例を文献
により調査研究実施。10月以降、近隣自治体への調査および
視察を行い、報告書作成を予定している。
②旭が丘地区センターへの運行を開始し、地域の方による読
み聞かせの支援も実施。9月末までに運行12回、貸出利用者の
べ211人、貸出冊数1,185冊、読み聞かせ参加者のべ157人（う
ち子ども104人）。さらに地域の方と工夫をしながら運行のPR
に努める。
③選定業者と詳細な打ち合わせを行い、7月に構築業務委託契
約を締結。インターネットを活用した機能強化をテーマに市
民を交えたワークショップを3回実施。その成果も取り入れ、
平成31年1月稼働に向けて作業中。

- 着手

211400

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１４．公民
館運営のあり
方の見直し

中央公民館

・第2次中央公民館基本構想・基本計画策定について、新たな
に推進会議委員を加えて、計画の検証、見直し、第2次計画の
策定に向けて議論を進めている。
・地域の特性や課題を踏まえての学びのモデル地区事業とし
て、2カ所（分室エリア、２中地区エリア）を定め、検討を進
めている。後期に実施予定。

図書館/
生 涯 学
習課/地
域 協 働
課

着手

211500

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１５．ごみ
処理施設（プ
ラスチック類
資源化施設）
運営のあり方
の見直し

施設課
新施設建設に関するクリーンセンター検討会議の中で今後の
方針や課題の整理、問題点、将来的な検討も含め定期的に協
議を行っている。

- 着手

211600

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１６．多様
なＰＰＰ/ＰＦ
Ｉの導入の検
討・運用指針
の策定

企画経営課
PPP/PFIに関する他自治体の先行事例を収集し、運用指針案の
作成及び策定に向けた検討を行う。

- 着手

211700

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１７．広報
ひの編集業務
のあり方の見
直し

市長公室
平成30年度から、広報ひの作成業務委託の仕様に校正者を2名
を組み入れる変更を行い、職員の負担軽減に向けた取り組み
を行っている。

- 着手
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す。

関係
課

着手
未着手

第5次行財政改革大綱実施計画　平成30年度前期（4月～9月）進捗状況一覧　（平成30年9月末現在）
【第1回行革推進委員会、行革本部会議用データ】 資料３ 

211800

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１８．効率
的・効果的な
土曜窓口サー
ビス体制の検
討

企画経営課
障害福祉課と保険年金課が本庁舎2階から１階に移動する予定
であるため、その後、１階フロアの効率的・効果的なあり方
の検討を行う。

- 着手

211900

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（１）
行政
サービ
スのあ
り方の
見直し
と民間
活力の
導入

１９．課税
事務の一部民
間委託化

市民税課

①課税業務の業務分析を委託するための予算措置（2カ年度の
債務負担行為）を、9月補正により行った。
②業務分析及び課税業務支援の委託先の公募選定競技の実施
に向け、選定委員会を設置した。
③選定競技の実施要領を作成した。
【10月以降予定】
10～11月に公募選定競技を実施し、業者を選定する。
平成31年1月より、業務分析を開始する。

着手

220100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（２）
組織の
生産性
向上

１．総合マ
ネジメントシ
ステムの構築
（実施計画・
予算編成・行
政評価等の連
携強化、仕組
みの再構築）

企画経営課 検討中。
財 政 課
／ 職 員
課

未着手

220200

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（２）
組織の
生産性
向上

２．人材育
成基本方針に
基づく職員の
育成（管理職
のマネジメン
ト能力向上、
職員の意識改
革など）

職員課

①人事評価・評価者研修実施（4月…管理職昇任者、5月…部
別目標設定、8月…中間面談）
②臨時職員への人事評価制度導入（平成30年10月1日～）
③管理職、中堅、若手職員への研修実施
数値目標である「満足度」に関しては、研修の都度、アン
ケートを実施。
年度末に集計を行いし、成果についての検証を行う予定。

- 着手

220300

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（２）
組織の
生産性
向上

３．職員提
案・業務改善
制度の推進

企画経営課 検討中。 - 未着手

230100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（３）
人事・
職員給
不制度
の適正
化

１．計画的
な定員管理と
職員の適正配
置

職員課

①平成30年度当初に民間委託（とよだ保育園）で確保した15
人について適正配置を行った。
②人口及び産業構造が類似する多摩地区6団体（立川、三鷹、
調布、町田、小平、西東京）との比較による定員管理診断実
施。
　類似6団体との比較結果
　　企画・総務部門…△23人、民生部門…+46人

- 着手

230200

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（３）
人事・
職員給
不制度
の適正
化

　２．長時間
労働の是正
（時間外勤務
の縮減）

職員課

①H29年7月から開始した次の取り組みを継続
・退庁を促す庁内放送及び端末へのポップアップ表示
・時間外勤務届事前提出
・22時以降退庁時の記録簿への氏名記入
②時間外管理委員会において、H29年度時間外執行状況を検証
　・執行時間73,681H（対28年度比△0.32％）

全課 着手

230300

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（３）
人事・
職員給
不制度
の適正
化

　３．職員給
不制度等の定
期的見直し

職員課

①介護時間新設…1日につき2時間以内（H30年4月1日～）
②健康管理職免見直し…2日→1日（平成31年1月1日～）
③勤続節目研修見直し…20年:5日→3日、30年:5日→4日（平
成30年4月1日～）
H30年のラスパイレス指数は12月に総務省より公表（H29年度
は99.0）。

- 着手

230400

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（３）
人事・
職員給
不制度
の適正
化

４．臨時職
員等の配置と
全体管理の仕
組みの検討

職員課

①7月～8月…主に常勤職員の職の検証と見直しを趣旨とする
「職員配置意向調査」を実施
②9月～10月…臨職・嘱託配置状況調査と併せ今年度は特別職
等（各種委員、有償ボランティア等）の実態に関する調査を
実施
③上記①、②の結果を踏まえ、主管課とのやり取りを踏ま
え、今後の常勤職員の配置予定及び臨職・嘱託職員の任用切
替計画を策定予定

企 画 経
営 課 ／
全課

着手

240100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（４）
電子自
治体
（ＩＣ
Ｔ化）
の推進

１．電子申
請サービスの
推進

情報システ
ム課

①広報紙の確認は実施している。②説明会を開催検討。③な
し

- 着手
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取組項目一覧

コード
基本方
針

取組
の視
点

取組項目 主担当課
30年度前期（4月～9月末）進捗
10月以降に予定されていることがあれば追記していま
す。

関係
課

着手
未着手

第5次行財政改革大綱実施計画　平成30年度前期（4月～9月）進捗状況一覧　（平成30年9月末現在）
【第1回行革推進委員会、行革本部会議用データ】 資料３ 

240200

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（４）
電子自
治体
（ＩＣ
Ｔ化）
の推進

２．マイナ
ンバー制度を
活用した施策
展開の検討

情報システ
ム課

①子育て職場に「子育てワンストップサービス」の拡大検討
を依頼②市民窓口課と連携したマインバーカード交付促進イ
ベント開催③なし

- 着手

240300

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（４）
電子自
治体
（ＩＣ
Ｔ化）
の推進

３．自治体
クラウドによ
る広域連携の
推進

情報システ
ム課

①3市による業務共通化を目指した業務フロー、業務要件の整
理②情報提供依頼（ＲＦＩ）実施し、業務共通化を再検討③
共同化支援業務委託費予算要求中

- 着手

240400

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（４）
電子自
治体
（ＩＣ
Ｔ化）
の推進

４．オープ
ンデータの推
進

情報システ
ム課

①5市によるアイデアソン開催（日野市）、データ標準化作業
実施②5市によるアイデアソン開催準備（稲城市）、コンテス
ト作品募集、データ標準化作業実施③なし

- 着手

240500

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（４）
電子自
治体
（ＩＣ
Ｔ化）
の推進

５．モバイ
ル端末を効果
的に活用した
業務の検討

情報システ
ム課

①先進市の視察、近隣市、事業者との意見交換②来年度調達
に備えた要件検討③モバイルワークサービス利用料予算要求
中

- 着手

250100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（５）
広域連
携の推
進

１．各種施
策における自
治体間広域連
携

企画経営課
広域連携サミットや、多摩川流域連携会議などにおいて、自
治体間連携の方法や必要性などの検討を継続して実施してい
る。

- 着手

260100

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（６）
公金管
理の最
適化

　１．市債権
管理体制のあ
り方の見直し

企画経営課

効果的かつ効率的な債権管理体制の構築を検討する一環とし
て、職員の債権管理に関する知識と意識の向上を目的とした
債権管理基礎研修を11月及び12月に実施予定（自治体の債権
管理に造詣の深い弁護士を講師に迎える予定）。

- 着手

260200

Ⅱ.経営
感覚のあ
る市政運
営と適正
な事務管
理

（６）
公金管
理の最
適化

２．学校給
食費の公会計
化

学校課
〇国のガイドラインについては、まだ示されていない。
◇平成30年9月に東京都より「学校徴収金ガイドライン」が示
された。

財 政 課
／ 会 計
課

未着手

310100

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（１）
公共施
設等の
ストッ
クマネ
ジメン
ト

１．適正配
置（統廃合、
複合化・多機
能 集 約 化 な
ど）による維
持管理コスト
の削減

企画経営課
公共施設等総合管理計画における個別計画の策定に向け、重
点的な3地区における計画を年度内にモデル的に策定すること
としており、主管課としての案の検討を実施した。

財 政 課
／ 財 産
管 理 課
／ 建 築
営 繕 課
／ 施 設
所 管 の
各課

着手

310200

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（１）
公共施
設等の
ストッ
クマネ
ジメン
ト

２．長寿命
化（免震・耐
震化、照明機
器のＬＥＤ化
など）による
維持管理コス
トの削減

企画経営課

本庁舎の長寿命化は計画に沿い進めている。
各施設の照明機器のLED化は老朽化工事等の際に随時進めてい
る。
市民等の来庁者にとっての利便性向上をもく亭に、庁舎レイ
アウトの変更を12月から1月に実施することとしている。予算
化を図るとともに、関係課や事業者との調整を進めている。

財 政 課
／ 建 築
営 繕 課
／ 施 設
所 管 の
各課

着手

310300

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（１）
公共施
設等の
ストッ
クマネ
ジメン
ト

３．固定資
産台帳の活用

財産管理課
財政課と連携を図りながら適正に入力、台帳管理を実施。
また、資産形成に関わる情報が確実に財産管理課に入り、台
帳の更新の精度を高めるようにしていく。

財政課 着手

310400

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（１）
公共施
設等の
ストッ
クマネ
ジメン
ト

４．電力調
達方法の見直
し

企画経営課

平成30年度より、市内施設（低圧電力、従量電灯）について
調達方式を電力事業による競争で決定した。既に学校及び受
変電設備のある施設（高圧電力施設）については、競争を導
入している。

施 設 所
管 の 各
課各課

着手
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取組項目一覧

コード
基本方
針

取組
の視
点

取組項目 主担当課
30年度前期（4月～9月末）進捗
10月以降に予定されていることがあれば追記していま
す。

関係
課

着手
未着手

第5次行財政改革大綱実施計画　平成30年度前期（4月～9月）進捗状況一覧　（平成30年9月末現在）
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320100

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（２）
丌要と
なった
施設や
土地等
の売
却、貸
付けの
推進

１．未利用
の 市 有 財 産
（ 土 地 ・ 施
設）の活用、
処分の検討・
推進

財産管理課

・4月～9月に普通財産の売却が可能な土地の洗出し及び現地
調査を実施した。
・旧ダストボックス用地処分に向けた相談が2件あり、売却に
向け調整を行った。
・10月～3月に売却可能普通財産の課題整理、抽出を行い、売
却に向けて検討を行う。
・春公売で売却できなかった市有地を秋公売における売却を
進める。
・売却可能となった普通財産の測量費を平成31年度予算に要
望し、早期売却に向け準備を進めた。

- 着手

320200

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（２）
丌要と
なった
施設や
土地等
の売
却、貸
付けの
推進

２．法定外
公共物の適正
な管理・処分
(廃道敷)

道路課 ・9月末までの払下げ件数実績4件 - 着手

320300

Ⅲ.市有
財産の適
正なス
トックマ
ネジメン
トと有効
活用

（２）
丌要と
なった
施設や
土地等
の売
却、貸
付けの
推進

３．法定外
公共物の適正
な管理・処分
(廃水路)

緑と清流課 9月末までの用途廃止払下げ契約件数実績　4件 - 着手
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